老人福祉法に規定する届出について（居宅サービス系）
１　老人居宅生活支援事業開始届（様式第１８号）　

市内で老人居宅生活支援事業（以下の５つの事業）を開始しようとする場合は、事業の開始日前までに厚生労働省令で定められた事項について、前橋市長に届け出る必要があります。（老人福祉法第１４条）

◇厚生労働省令で定める事項

(1) 事業の種類・内容
(2) 経営者の氏名及び住所（法人であるときは、その名称及び主たる事務所の所在地）

(3) 登記事項証明書又は条例
(4) 職員の定数及び職務の内容
(5) 主な職員の氏名
(6) 事業を行おうとする区域

(7) 老人デイサービス事業：施設の名称、種類、所在地
　　老人短期入所事業：施設の名称、種類、所在地、入所定員

　　小規模多機能型居宅介護事業：サービスの拠点の名称、所在地、登録定員

　　認知症対応型老人共同生活援助事業：住居の名称、所在地、入居定員

(8) 事業開始の予定年月日
　◇その他の事項
(1) 認知症対応型老人共同生活援助事業で前払金を受領する場合は、当該前払金の算定基礎及び保全措置が確認できるものを提出してください。（老人福祉法第１４条の４）
(2) 老人デイサービス事業及び老人短期入所事業を開始しようとする場合は、下記４の老人デイサービスセンター・老人短期入所施設・老人介護支援センター設置届も提出してください。
２　老人居宅生活支援事業変更届（様式第１９号）

上記の厚生労働省令で定める事項に変更があった場合は、変更の日から１か月以内に届け出てください。
３　老人居宅生活支援事業廃止・休止届　（様式第２０号）
居宅生活支援事業を廃止又は休止しようとする場合は、休止又は廃止する日の１か月前までに厚生労働省令で定める事項を届け出てください。

◇厚生労働省令で定める事項

(1) 廃止し、又は休止しようとする年月日
(2) 廃止又は休止の理由

(3) 現に便宜を受け又は入所している者に対する措置

(4) 休止しようとする場合にあっては、休止の予定期間

４　老人デイサービスセンター・老人短期入所施設・老人介護支援センター設置届
（様式第２１号）
市内に老人デイサービスセンター等（以下の３つの施設）を設置しようとする場合は、施設の設置日までに厚生労働省令で定められた事項について、前橋市長に届け出る必要があります。（老人福祉法第１５条第２項）


◇厚生労働省令で定める事項

(1) 施設の名称、種類及び所在地

(2) 建物の規模及び構造並びに設備の概要

(3) 職員の定数及び職務の内容
(4) 事業を行おうとする区域

(5) 老人短期入所施設にあっては、その入所定員

(6) 事業開始の予定年月日

(7) 登記事項証明書
５　老人デイサービスセンター・老人短期入所施設・老人介護支援センター変更届
（様式第２２号）
上記の厚生労働省令で定める事項に変更があった場合は、変更の日から１か月以内に届け出てください。
６　老人デイサービスセンター・老人短期入所施設・老人介護支援センター廃止・休止届
　（様式第２３号）
老人デイサービスセンター等を廃止又は休止しようとする場合は、休止又は廃止する日の１か月までに厚生労働省令で定める事項を届け出てください。

◇厚生労働省令で定める事項

(1) 廃止し、又は休止しようとする年月日

(2) 廃止又は休止の理由

(3) 現に便宜若しくは援助を受け又は入所している者に対する措置

(4) 休止しようとする場合にあっては、休止の予定期間

○　老人デイサービスセンター又は老人短期入所施設を設置する場合は、老人居宅生活支援事業開始届も提出してください。この場合、重複する添付書類は省略してください。

　



　○介護保険法の規定による短期入所生活介護を受けることが困難な者に対する老人福祉法第１０条の４第１項第３号の措置の短期入所生活を行う事業


　○介護保険法の規定による短期入所生活介護を行う事業


　※介護保険法の規定による短期入所生活介護：短期入所生活介護、介護予防短期入所生活介護





老人短期入所事業（老人福祉法第５条の２第４項）








　○介護保険法の規定による複合型サービスを受けることが困難な者に対する老人福祉法第１０条の４第１項第６号の措置の複合型サービスを行う事業


　○介護保険法の規定による複合型サービスを行う事業


　※介護保険法の規定による複合型サービス：看護小規模多機能型居宅介護





複合型サービス福祉事業（老人福祉法第５条の２第７項）








　○介護保険法の規定による認知症対応型共同生活介護を受けることが困難な者に対する老人福祉法第１０条の４第１項第５号の措置の認知症対応型共同生活介護を行う事業


　○介護保険法の規定による認知症対応型共同生活介護を行う事業


　※介護保険法の規定による認知症対応型共同生活介護：認知症対応型共同生活介護、


介護予防認知症対応型共同生活介護





認知症対応型老人共同生活援助事業（老人福祉法第５条の２第６項）








　○介護保険法の規定による小規模多機能型居宅介護を受けることが困難な者に対する老人福祉法第１０条の４第１項第４号の措置の小規模多機能型居宅介護を行う事業


　○介護保険法の規定による小規模多機能型居宅介護を行う事業


　※介護保険法の規定による小規模多機能型居宅介護：小規模多機能型居宅介護、


介護予防小規模多機能型居宅介護








小規模多機能型居宅介護事業（老人福祉法第５条の２第５項）








　○介護保険法の規定による通所介護を受けることが困難な者に対する老人福祉法第１０条の４第１項第２号の措置の通所介護を行う事業


　○介護保険法の規定による通所介護を行う事業


　※介護保険法の規定による通所介護：通所介護、介護予防通所介護、認知症対応型通所介護、


介護予防認知症対応型通所介護、地域密着型通所介護





老人デイサービス事業（老人福祉法第５条の２第３項）








○介護保険法の規定による訪問介護を受けることが困難な者に対する老人福祉法第１０条の４第１項第１号の措置の訪問介護を行う事業


○介護保険法の規定による訪問介護を行う事業


　※介護保険法の規定による訪問介護：訪問介護、介護予防訪問介護、夜間対応型訪問介護


　　　　　　　　　　　　　　　　　  定期巡回・随時対応型訪問介護看護





老人居宅介護等事業（老人福祉法第５条の２第２項）








　○介護保険法の規定による短期入所生活介護を受けることが困難な者に対する老人福祉法第１０条の４第１項第３号の措置の短期入所生活を行う施設


　○介護保険法の規定による短期入所生活介護を行う施設


　※介護保険法の規定による短期入所生活介護：短期入所生活介護、介護予防短期入所生活介護











老人短期入所施設（老人福祉法第２０条の３）








○介護保険法の規定による通所介護を受けることが困難な者に対する老人福祉法第１０条の４第１項第２号の措置の通所介護を行う施設


　○介護保険法の規定による通所介護を行う施設


　※介護保険法の規定による通所介護：通所介護、介護予防通所介護、認知症対応型通所介護、


介護予防認知症対応型通所介護、地域密着型通所介護





老人デイサービスセンター（老人福祉法第２０条の２の２）








○地域の老人の福祉に関する各般の問題につき、老人、その者を現に養護する者、地域住民その他の者からの相談に応じ、必要な助言を行うとともに、主として居宅において介護を受ける老人又はその者を現に養護する者と市町村、老人居宅生活支援事業を行う者、老人福祉施設、医療施設、老人クラブその他老人の福祉を増進することを目的とする事業を行う者等との連絡調整その他の厚生労働省令で定める援助を総合的に行うことを目的とする施設





老人介護支援センター（老人福祉法第２０条の７の２）








